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１章 本調査について 

 

（１）本調査の目的 
 

平成 18 年８月にまちづくり三法の一つである改正中心市街地活性化法が施行され、「コン

パクトでにぎわいあふれるまちづくり」をテーマに、郊外での開発抑制、中心市街地での賑

わいの再生が求められている。 

近年、中心市街地の商店街では、空き店舗の増加や各店舗の売上減少、後継者不足等が見

られ、それによる高齢者を含む地域住民へのサービスの低下、活力・賑わいの低下等が問題

となっている。 

一方で、ファストフード、ドラッグストア、カフェ、居酒屋、衣類、雑貨等の業種で地域、

全国で展開しているフランチャイズ店舗等（以下、「ＦＣ店等」という。）も中心市街地、商

店街へ出店しているものの、商店街等組織に加盟しない、看板・陳列等が他店と調和が図ら

れていない等中心市街地、商店街との意識の相違が見られ、一部では立地するうえでの問題

にもなっている。また、中心市街地、商店街では、賃料が郊外と比較して高い、物件の広さ、

設備がＦＣ店等のニーズに合わない等の課題も見られる。まちづくり三法により今後、ショ

ッピングセンター等の大型集客施設が郊外での立地が難しくなり、ＦＣ店等では、立地エリ

アが限定され、新たな立地方法を検討していかなければならない。 

 

そこで、本調査業務では、空き店舗や後継者不足に悩む中心市街地、商店街に対して新規

出店者やＦＣ店等の立地を誘導するための、情報開示や運営手法を検討し、双方の共存共栄

を図るための手法の一つとして提案することを目的とする。 

また、マッチングのための情報収集、連携、運営等に中心市街地活性化協議会、商店街が

関与することにより、地域マネジメント力が向上することも目的とする。 
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各主体の参加可能性調査 

 

マッチングモデルの 

シミュレーション 

 

マッチングモデルの検証 

マッチングモデル（仮

説）の設定 

３章 新規出店者やＦＣ店等の

意向調査 

検討委員会１ 

検討委員会２ 

検討委員会３ 

拡大検討委員会

１ 

５章 中心市街地・商店街におけ

る立地・管理運営手法の検

討 

2章 商店街等の意向調査 

各主体の現状整理 

マッチングモデルの設

定 

不動産管理手法調査 

 
４章 不動産管理手法に関する

検討 

（２）本調査の内容 
 

本調査では、中心市街地・商店街とＦＣ店等が共存共栄を目指して、空き店舗に新規出店

者を誘導するための、情報開示、運営手法を検討する。本調査の遂行においては、空き店舗

にＦＣ店等が立地を促進する手段（マッチングモデル）の仮説を設定し、各調査項目によっ

て検証をする。 

 

まず、中心市街地・商店街、ＦＣ店等双方に対する意向調査から、空き店舗を活用したＦ

Ｃ店等の立地可能性を分析する。次に、空き店舗にＦＣ店等が立地する場合において、不動

産仲介事業者の役割が大きいのではないかと考えられるので、不動産仲介事業者に対しても

意向調査を行う。さらに、空き店舗を活用する場合の、不動産管理手法についても分析を行

う。 

これらの検討を踏まえ、空き店舗へのＦＣ店等の立地を促進する方法、体制を検討する。 

さらに、この方法、体制を実際の中心市街地においてシミュレーションを実施し、実現可

能性を検証する。 

 

図表 1-1 調査フロー  
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（３）本調査におけるＦＣ店等の定義 
 

本調査では、ＦＣ店等とは以下の３つの条件が該当するものとする。 

 

複数地域において複数店舗（目安として５店舗以上）を経営しているもの 

本調査では、マッチングモデルの利用者が、比較的規模の小さなＦＣ店等の活用も想定さ

れることから目安として５店舗を設定している。 

以下の 3つの業態に該当するもの 

図表 1-2 ＦＣ店等の概要 

分類 内容 

フランチャイズ

チェーン 

（ＦＣ） 

本部が加盟店を募り、一定地域内の独占的販売権と経営ノウハウを提供

し、その代わりに特約料を取るフランチャイズ契約を結ぶ。 

本部と加盟店は別資本の事業者であり、事業経営においては本部のサポ

ートを受けながら加盟店が経営判断を行う。 

加盟店の建物の保有状況等によりいくつかの契約パターンがある。 

コンビニエンスストア等がこの代表。 

レギュラー 

チェーン 

（ＲＣ） 

一つの資本で５店舗以上を直営する小売業であり、1本部と店舗に分か

れ、基本的な問題は本部が決定し、店舗はコストコントロ－ルと保全・

接客に専念する。 

スーパーマーケットなどがこの代表。 

ボランタリー 

チェーン 

（ＶＣ） 

各地の小売店が商品の共同仕入等を目的として、結成した協同組織。各

小売店がボランタリーチェーンに加盟する。小売店の独自性が尊重さ

れ、協同組織は小売店の意思決定の下に運営される。 

本部と加盟店は別資本の事業者であり、事業経営においては本部のサポ

ートを受けながら加盟店が経営判断を行う。 

業種は主に小売業で、地域密着型の食品スーパー（ミニスーパー）、眼

鏡店、文房具店、寝具店など多岐にわたる。また、小売店の他に卸売業

者が主宰するボランタリーチェーンもある。 

出典）社団法人日本フランチャイズチェーン協会HP、社団法人日本ボランタリーチェ

ーン協会 HP、「飛躍するボランタリーチェーン」をもとに作成。 

以下の業種に該当するもの 

・小売業 （スーパー、ＣＶＳ、ドラッグストア、衣類小売、携帯電話販売等） 

・飲食店業 （ファストフード、ファミリーレストラン、居酒屋、コーヒー等） 

・医療、福祉 （訪問介護の事務所等） 

・教育、学習支援業 （学習塾、そろばん塾等） 

・サービス業 （ヘアサロン、ビデオレンタル、クリーニング、カラオケボックス、 

インターネットカフェ等） 

 

                                                   
 
1 チェーンストア協会では「一つの資本で 11店舗以上を直営する小売業」と定義されている。 
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（４）仮説：空き店舗にＦＣ店等が立地を促進する手段（マッチングモデル） 

①基本的考え方 
マッチングモデルは、以下の基本的な考え方によるものとして設定する。 

②マッチングモデルのスキーム 
マッチングモデルは、以下のようなスキームによるものとする。 

この仮説については、特に以下の論点について分析、検証することが必要であると考える。 

 

論点１：中心市街地の規模でセグメントをする。 

ＦＣ店等の立地可能性がある、もしくはＦＣ店等が立地を希望する中心市街地・商店街の

規模には、一定の水準があるのではないかと考えられる。例えば、人口数万人の中心市街地

においてＦＣ店等の立地意欲が旺盛であるとは考えにくい。また、このような中心市街地に

ＦＣ店等の立地が急速に進めば、既存の地域商業者の経営が困難になる可能性も考える。 

そこで、マッチングモデルの実施においては、ＦＣ店等の立地可能性が高い中心市街地の

規模を設定することが必要であると考える。 

論点２：ＦＣ店等の業種、業態でセグメントをする。 

一般的に、ＦＣ店等は業種により商圏規模が異なる。また、企業は経営方針により、郊外・

都心部・ビル中等の戦略エリアを設定する。さらに、ＦＣ店等は、フランチャイズ方式、直

営方式、ボランタリー方式、代理店方式等の業態により、出店に関る意思決定、リスク、コ

ストのあり方が異なる。そのため、業種、業態、経営戦略によって出店を検討する際に必要

な情報は異なると考えられる。 

そこで、マッチングモデルの実施においては、マッチングモデルの活用可能性が高い業種、

業態を選定することが必要であると考える。 

論点３：地域コーディネーターを位置づける。 

空き店舗は個人の資産であるため、これまでも地域として活用に口出しをすることが難し

く、空き店舗の問題を根本的に解決することが難しかった。 

そこで、地域として空き店舗の活用を進めるときには、空き店舗所有者、使用者、土地所

有者等の信頼を得ながら、有効活用を説得、アドバイスできる地域コーディネーターの役割

が重要になると考える。その地域コーディネーターには、不動産管理、建築、事業収支等に

関る専門的な知識、経験が求められる。 

マッチングモデルの実施においては、専門性を持つ地域コーディネーターを位置づけるこ

とが必要になると考える。 

論点４：不動産仲介事業者との連携の可能性を検討する。 

ＦＣ店等が出店する場合は、不動産仲介事業者が果たす役割が大きい。テナントリーシン

グに強い不動産仲介事業者は、空き店舗情報とＦＣ店等の出店ニーズも把握し、日常的に情

報交換をしている。 

そこで、マッチングモデルの実施においては、中心市街地・商店街と不動産仲介事業者が

連携することによりマッチングを推進することができないかを検討する。 

 

マッチングモデルは、「中心市街地の中心市街地・商店街活性化協議会等」が、「中心市

街地の活性化を目的としたエリアマネジメントのツール」として活用することを期待す

る。 

ただし、マッチングモデルの一方の利用者である「ＦＣ店等」にとって使い勝手の良く

かつメリットがなければ継続的な運用はできないので、十分にニーズを把握した仕組みと

する。 
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論点５：起業家、地域事業者等も活用できる仕組みを考える 

このマッチングモデルは、ＦＣ店等が中心市街地の空き店舗に出店することを想定したも

のであるが、この仕組み自体は、必ずしもＦＣ店等のみを対象にしなければならないもので

はない。中心市街地の空き店舗の有効活用が図られる可能性があるのならば、地域の商業者・

サービス事業者、起業家等を対象にすることも考えられる。 

ＦＣ店等を対象とした次の段階として、入居の対象を広げていくことができるかについて

も検討することが考えられる。 
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図表 1-3 マッチングモデル（仮説） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＦＣ 

ＲＣ 

飲食 小売 

都市規模 

インターネ

ット 

地域の商業者 

中心市街地活性化

協議会 

 
地域 

コーディネー

不動産事業者 

 

開発部 

担当者 

中心市街地活性化

協議会 

 

店舗オーナー 

 

地域 

コーディネー

店舗オーナー 

 

店舗オーナー 

 

テナント誘致を依頼 

店舗オーナー 

 
百貨店 

 

店舗オーナー 

 

オ ー ナ ー

に コ ン サ

ルティング 

協議会が地域コー

ディネーターを選任 

開発部 

担当者 

開発部 

担当者 

開発部 

担当者 

商業者 

 

新規出店者やＦＣ店等の業種、業態でセグメン

ト 

・中心市街地に立地可能性があるものに絞

ることができないか 

オ ー ナ ー

に コ ン サ

ルティング 

中心市街地の規模でセグメント 

・一定規模以上の都市に限定するべきか 

地域コーディネーターの役割 

・オーナーへのコンサルティング機能を導

入できないか 

 

不動産仲介事業者との連携の可能性 

・宅建を持つ地域コーディネーターがいな

い場合は不動産事業者に協力を求められ

ないか 

出店情報を登録 

ＶＣ 

開発部 

担当者 

開発部 

担当者 

起業家、地域事業者等も活用できる仕組み 

・起業家、地域事業者等も活用できる仕組

みにできないか。 

加盟店希望者とセッ

トで紹介 

論点１ 論点４ 

論点３ 

論点２ 

論点５ 
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 ２章 商店街等の意向調査 

 

本章では、中心市街地・商店街に対して、ＦＣ店等による空き店舗の活用への意向を調査、

分析する。 

 

（１）調査目的、方法 
 

１）目的 

商店街の現状及びＦＣ店等立地ニーズ等を明らかにすることにより、商店街から見たマッ

チングモデルの実現可能性を検討する基礎資料とする。 

 

２）調査対象 

調査対象は、旧中心市街地活性化基本計画を策定している近畿経済産業局管内 69市町村の

商店街とする。対象商店街は、旧中心市街地活性化基本計画の対象エリア内の全商店街（商

店街は、商店街振興組合、事業協同組合、任意団体等全て）とした。その数は、およそ 600

である。（任意団体等も含むため対象となる商店街数が確定できなかったので、配布を商工会

議所・商工会、旧ＴＭＯ等の判断に任せたため、「およそ」としている。） 

 

３）調査方法 

アンケート調査とする。 

商工会議所・商工会、旧ＴＭＯを通じて商店街への配布を依頼し、郵送による回収とする。 

【配布から回収の流れ】 

１.みずほ総合研究所から各商工会議所・商工会・旧ＴＭ０へアンケート票をまとめて送付 

２.商工会議所・商工会・旧ＴＭ０の担当者が、商店街振興組合等にアンケート票を配布 

３.アンケート記入 

４.商店街振興組合等は、みずほ総合研究所に郵便にて返信 

 

４）質問内容 

アンケート調査では、中心市街地・商店街のＦＣ店等の立地受け入れ意向、立地における

協力可能性等を明らかにし、空き店舗にＦＣ店等が立地を促進する手段（マッチングモデル）

の実現可能性を明らかにする。 

（アンケート票は、参考資料Ｐ65～を参照。） 

１）商店街の現状について 

 ・店舗数 

 ・ＦＣ店等数 

 ・ＦＣ店等出店の課題 

 ・賃貸可能物件数 

２）ＦＣ店等の立地について 

 ・ＦＣ店等出店について 

 ・希望業種等 

 ・ＦＣ店等に対して希望する商店街活動 

 ・ＦＣ店等出店への協力 

３）マッチングモデルについて 

 ・実現可能性 

 ・参画可能性 

 ・担うことができる役割 
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5万人未満

19.0%

10万人未満

24.6%

20万人未満

17.5%

30万人未満

14.3%

30万人以上

23.8%

不明

0.8%

（２）調査結果 
 

アンケート調査の結果を以下に整理する。 

①アンケート票の回収状況 
 

１）回収率 

商店街を対象として実施したアンケート票の回収率は、以下のとおりであった。 

図 2-1 アンケート票 回収率 

発送数 
約 600（任意団体等も含むため対象となる商店街数が確定できなかったので、

配布を商工会議所・商工会、旧ＴＭＯ等の判断に任せたため。） 

回収数 126 

回収率 21.0％ 

 

２）商店街がある市町の規模 

また、回収した商店街の状況を整理すると以下のようであった。 

回答されたアンケート票は、人口 10 万人未満都市に所在する商店街からが 43.6%、30 万人

以上の商店街からが 23.8%であった。（「商店街実態調査」（中小企業庁）の商店街の所在都市

規模別割合を見ると、10 万人未満都市が 25.6%、人口 30 万人以上の都市が 17.2%、政令市・

特別区が 34.9%であった。） 

アンケート調査の回答割合を見ると、30万人以上都市の商店街からの回答が多く見えるが、

全商店街割合と比較するとその割合は少ない。一方で、10 万人未満都市からの回答が多くな

っており、規模の小さな都市からの回答割合が多く、関心の高さが窺える。 

図表 2-2 商店街がある市町の規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設問（Ｎ＝126） 数 割合 
参考：「商店街実態調査」による全商

店街の割合 

5万人未満 24 19.0% 11.0% 

10 万人未満 31 24.6% 14.6% 

20 万人未満 22 17.5% 15.5% 

30 万人未満 18 14.3% 7.0% 

30 万人以上 30 23.8% 
52.1% 

（うち政令市・特別区）34.9% 

不明 1 0.8%  
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また、回答された市町別に整理すると以下となる。 

図表 2-3 市町別回答商店街数 

  
回答 

商店街数 
人口〔人〕 

中心市街地の小売・ 

商店販売額割合〔％〕 

中心市街地の 

人口割合〔％〕 

和泉市 1 178,305 19.3% 14.5% 

茨木市 5 268,723 43.3% 23.1% 

岸和田市 4 200,770 16.2% 13.4% 

堺市 8 832,142 1.4% 0.7% 

高槻市 3 354,249 27.4% 10.7% 

豊中市 4 387,198 24.7% 26.8% 

大

阪

府 

箕面市 1 127,479 17.4% 35.3% 

綾部市 3 37,495 45.1% 34.8% 

京都市 5 1,472,511 1.6% 1.9% 

京

都

府 舞鶴市 2 91,119 20.7% 12.6% 

伊香郡木ノ本町 5 8,347 26.6% 34.9% 

近江八幡市 8 68,969 15.2% 24.4% 

草津市 5 122,191 38.2% 9.2% 

湖南市 2 55,274 13.0% 18.5% 

東近江市 4 117,100 29.0% 16.6% 

滋

賀

県 

彦根市 5 110,406 11.8% 11.2% 

明石市 4 291,063 16.7% 3.7% 

赤穂市 1 51,585 13.4% 12.1% 

伊丹市 2 192,489 29.3% 10.2% 

川西市 4 157,519 43.1% 24.0% 

神戸市 3 1,528,687 2.3% 1.3% 

洲本市 2 49,431 50.1% 21.8% 

宝塚市 3 220,288 16.1% 8.3% 

豊岡市 5 88,586 44.0% 29.6% 

西脇市 2 43,620 46.8% 31.4% 

兵

庫

県 

姫路市 3 536,067 11.0% 1.3% 

小浜市 4 31,750 44.8% 22.0% 

坂井市 4 92,468 38.4% 29.3% 

敦賀市 3 68,258 22.4% 18.9% 

福

井

県 

福井市 2 268,955 11.9% 5.0% 

三方上中郡若狭町 5 16,668 56.0% 16.6% 

有田郡湯浅町 1 14,529 53.2% 47.7% 

海南市 4 56,836 61.8% 54.2% 

新宮市 2 33,397 68.7% 32.3% 

 

和

歌

山

県 
和歌山市 4 373,533 10.0% 3.3% 
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10件未満

4.8%

20件未満

19.0%

30件未満

20.6%

40件未満

15.1%

50件未満

17.5%

50件以上

21.4%

不明

1.6%

３）商店街の規模 

回答された商店街は、20 店未満の商店街割合が 23.8%である一方で、40 店以上の商店街割

合が 38.9%であった。（「商店街実態調査」（中小企業庁）の商店街数は、20 店未満が 11.9%、

40 店舗以上が 59.2%である。） 

回答割合を見ると、40 店以上の比較的規模の大きな商店街からの回答が多く見えるが、全

商店街の割合と比較すると、各規模の商店街からそれぞれ回答が得られた。 

図表 2-4 商店街の規模 

設問（Ｎ＝126） 数 割合 
参考：「商店街実態調査」による

全商店街の割合 

10 店未満 6 4.8% 

20 店未満 24 19.0% 
11.9% 

30 店未満 26 20.6% 14.7% 

40 店未満 19 15.1% 14.2% 

50 店未満 22 17.5% 22.8% 

50 店以上 27 21.4% 36.4% 

不明 2 1.6%  
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②分析の視点 
 

本アンケート調査は、商店街単位で配布、回収しているが、中心市街地は複数の商店街に

よって形成されており、中心市街地ごとに意向の共通性があると考えられるので、中心市街

地を単位として分析を行う。 

そこで、１）中心市街地の特性ごとに類型化し、２）類型別の商店街の意向の特徴を分析

する。類型化をするときの視点として、「中心市街地の所在都市規模」、「全市域に占める中心

市街地の小売・商店販売額割合（中心市街地の商業の集積性）」、「全市域に占める中心市街地

の人口割合（中心市街地の居住の集積性）」を設定する。ここで、「全市域に占める中心市街

地の小売・商店販売額割合」、「全市域に占める中心市街地の人口割合」を集積・非集積とし

て分類しているが、20％を集積／非集積を区分する目安とした。 

この分析に基づき、以下の５つに類型化を行った。ただし、回答があった全ての商店街を

網羅していない点は留意いただきたい。 

図表 2-5 中心市街地類型 

集積  

 商業 居住 
非集積 

100 万人以上    

Ａ 広域市街地 

堺市、神戸市、京都

市（16 商店街） 

20 万人以上  

Ｃ 県域商業市街地 

茨木市、高槻市、豊中市

（12 商店街） 

 

 

Ｄ 県域副次市街地 

和泉市、伊丹市、草津市、東近江市、川西市 

（16 商店街） 

10 万人以上 

 箕面市  

 

Ｂ 県域市街地 

岸和田市、明石市、

宝塚市、姫路市、福

井市、和歌山市、彦

根市 

（25 商店街） 

10 万人未満  

Ｅ 地域市街地 

綾部町、舞鶴市、近江八幡市、木ノ本町、洲本市、豊岡

市、西脇市、小浜市、坂井市、敦賀市、若狭町、湯浅

町、海南市、新宮市 

（53 商店街） 

湖南市、赤穂市 

  

また、各類型の概要は以下である。 

 Ａ 広域市街地 ：政令指定都市等の市街地に所在する商店街が多い。これらの市街地は、

その都市の副次拠点となっている市街地が多く、一般に、都市規模が大き

いため、中心市街地に商業、居住の集積は見られても、郊外の商業、居住

も発達しているため、相対的な集積性は低くなっている。 

 Ｂ 県域市街地 ：県庁所在都市の市街地に所在する商店街が多い。これらの市街地は、駅

前等市内の繁華街等市街地が多く、一般に、都市規模が大きいため、中心

市街地に商業、居住の集積は見られても、郊外の商業、居住も発達してい

るため、相対的な集積性は低くなっている。 

 Ｃ 県域商業市街地 ：府県内の拠点となる都市（例えば、都心近隣の拠点都市）の市街地に所
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在する商店街が多い。これらの市街地は、駅前等市内の繁華街等市街地が

多く、一般に、商業の集積性が高く地域商業の中心となっているが、居住

の集積性は高いとは言えない。 

 Ｄ 県域副次市街地 ：各府県の副次拠点となる都市の市街地に所在する商店街が多い。これら

の市街地は、駅前等市内の繁華街等市街地が多く、一般に、商業、居住と

も中心市街地への集積性が高く、地域商業、居住の中心になっている。 

 Ｅ 地域市街地 ：10万人未満の都市の市街地に所在する商店街が多い。中心市街地活性化

基本計画の対象エリアは、駅前等市内の繁華街等が指定されているケース

が多い。これらの市街地は、駅前等市内の繁華街等市街地が多く、一般に、

商業、居住とも中心市街地への集積性が高く、地域商業、居住の中心にな

っている。 

 

図表 2-6 中心市街地類型の所在図（一部地図の関係で表示されていないものがある。） 
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③アンケート結果 
 

１）ＦＣ店等数 

回答全体では、ＦＣ店等の立地がまったくないという商店街からの回答が４割であった。 

類型別では、県域市街地（Ｂ）、県域商業市街地（Ｃ）では比較的ＦＣ店等の立地が進んで

いる一方で、地域市街地（Ｅ）ではＦＣ店等の立地があまり進んでいない。 

図表 2-7 中心市街地類型別ＦＣ店等割合 

 全体 

Ａ 広域市街

地 

（N＝16） 

B 県域市 街

地 

（N＝25） 

C 県域商業

市街地 

（N＝12） 

D 県域副次

市街地 

（N＝16） 

Ｅ 地域市街

地 

（N＝53） 

0% 51 40.8% 7 43.8% 8 32.0% 3 25.0% 7 43.8% 23 43.4% 

5％未満 20 16.0% 0 0.0% 4 16.0% 1 8.3% 2 12.5% 13 24.5% 

10％未満 19 15.2% 1 6.3% 6 24.0% 4 33.3% 0 0.0% 9 17.0% 

25％未満 19 15.2% 7 43.8% 0 0.0% 0 0.0% 6 37.5% 5 9.4% 

50％未満 9 7.2% 1 6.3% 3 12.0% 4 33.3% 0 0.0% 1 1.9% 

75%未満 1 0.8% 0 0.0% 1 4.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

75％以上 5 4.0% 0 0.0% 2 8.0% 0 0.0% 1 6.3% 1 1.9% 

不明 2 1.6% 0 0.0% 1 4.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.9% 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

40.8% 43.8%

32.0%
25.0%

43.8% 43.4%

16.0%
0.0%

16.0%

8.3%

12.5%

24.5%

15.2%

6.3%

24.0%

33.3%

0.0%

17.0%
15.2%

43.8% 0.0%

0.0%

37.5%

9.4%7.2%

6.3%

12.0%
33.3%

0.0% 1.9%0.8%

0.0%

4.0%

0.0%

0.0%
0.0%4.0%

0.0%

8.0%

0.0%
6.3% 1.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

全体 A B C D E

不明

75％以上

75%未満

50％未満

25％未満

10％未満

5％未満

0%
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36.8%

50.0%

36.0%

50.0%

56.3%

28.3%

18.4%

43.8%

12.0%

25.0% 25.0%

13.2%

8.0%

25.0%

4.0%

8.3%

12.5%

3.8%

10.4%

31.3%

12.0%

16.7%

12.5%

3.8%

27.2%

12.5%

32.0%
33.3%

18.8%

30.2%

6.4%

25.0%

0.0% 0.0%

6.3% 5.7%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

全体 A B C D E

商店街活動への
参加意欲が低い

継続的な関係が
結べない

店舗の経営が難
しくなる

商店街のルール
を守らない

特にない

その他

 
２）ＦＣ店等出店に対する課題 

回答全体では、「商店街活動への参加意欲が低い」がＦＣ店等に対する課題として最も多く

なっている。 

類型別では、広域市街地（Ａ）では課題を感じている割合が高くなっている一方で、地域

市街地（Ｅ）では、課題を感じている割合が高くない。これは、地域市街地（Ｅ）では、そ

もそもＦＣ店等が多くないこともあるが、地域商業者が加盟者となっていることが多いため、

地域との軋轢が少ないと考えられる。 

図表 2-8 中心市街地類型別ＦＣ店等立地の課題 

 全体 

Ａ 広域市街

地 

（N＝16） 

B 県域市街

地 

（N＝25） 

C 県域商業

市街地 

（N＝12） 

D 県域副次

市街地 

（N＝16） 

Ｅ 地域市街

地 

（N＝53） 

商店街活動へ

の参加意欲が

低い 

46 36.8% 8 50.0% 9 36.0% 6 50.0% 9 56.3% 15 28.3% 

継続的な関係

が結べない 
23 18.4% 7 43.8% 3 12.0% 3 25.0% 4 25.0% 7 13.2% 

店舗の経営が

難しくなる 
10 8.0% 4 25.0% 1 4.0% 1 8.3% 2 12.5% 2 3.8% 

商店街のルー

ルを守らない 
13 10.4% 5 31.3% 3 12.0% 2 16.7% 2 12.5% 2 3.8% 

特にない 34 27.2% 2 12.5% 8 32.0% 4 33.3% 3 18.8% 16 30.2% 

その他 8 6.4% 4 25.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 6.3% 3 5.7% 
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３）空き店舗数 

回答全体では、空き店舗が全くない、もしくは 10～25％未満という割合の商店街が多くな

っている。 

類型別では、広域市街地（Ａ）、地域市街地（Ｅ）では空き店舗割合が高くなっている。商

圏規模が小さい地域市街地（Ｅ）では、大型小売店舗の郊外立地等により、空き店舗の多い

ことは想定されるが、商圏規模の大きな広域市街地（Ａ）でも空き店舗が多くなっているこ

とは注目される。これらより、日常品、買回り品を多く扱う地域型商店街で空き店舗が特に

問題となっていることが考えられる。 

図表 2-9 中心市街地類型別 空き店舗割合 

 全体 

Ａ 広域市街

地 

（N＝16） 

B 県域市 街

地 

（N＝25） 

C 県域商業

市街地 

（N＝12） 

D 県域副次

市街地 

（N＝16） 

Ｅ 地域市街

地 

（N＝53） 

0% 42 33.6% 5 31.3% 7 28.0% 4 33.3% 5 31.3% 21 39.6% 

5％未満 12 9.6% 2 12.5% 3 12.0% 3 25.0% 1 6.3% 2 3.8% 

10％未満 22 17.6% 1 6.3% 7 28.0% 2 16.7% 5 31.3% 7 13.2% 

25％未満 37 29.6% 7 43.8% 5 20.0% 2 16.7% 2 12.5% 19 35.8% 

50％未満 9 7.2% 1 6.3% 1 4.0% 1 8.3% 2 12.5% 2 3.8% 

75%未満 2 1.6% 0 0.0% 1 4.0% 0 0.0% 1 6.3% 1 1.9% 

75％以上 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

不明 2 1.6% 0 0.0% 1 4.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.9% 

 
 

 

 
 
 
 

33.6% 31.3% 28.0%
33.3% 31.3%

39.6%

9.6% 12.5%
12.0%

25.0%

6.3%

3.8%

17.6%
6.3%

28.0%

16.7%

31.3%
13.2%

29.6%
43.8%

20.0%

16.7%

12.5% 35.8%

7.2%
6.3%

4.0%

8.3%

12.5%

3.8%
1.6%

0.0%

4.0%

0.0%
6.3% 1.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

全体 A B C D E

不明

75％以上

75%未満

50％未満

25％未満

10％未満

5％未満

0%
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④ＦＣ店等の立地について 
 

１）ＦＣ店等に対する出店ニーズ 

回答全体では、「ぜひ、してほしい」「条件付でしてほしい」も含めて、７割の商店街でＦ

Ｃ店等に出店して欲しいというニーズが見られる。 

類型別では、特に広域市街地（Ａ）では立地ニーズが高い。広域市街地（Ａ）では、空き

店舗割合が高く（図表 2-9）、何とか空き店舗の問題を解決したいという考えが感じられる。

しかし一方で、ＦＣ店等への課題を感じる割合も高くなっており（図表 2-8）、条件付きでの

立地ニーズであり、ＦＣ店等と共存共栄していくことに苦心している姿も見てとれる。 

一方で、商業が集積する 10 万人規模程度の県域商業市街地（Ｃ）では立地を望まない割合

が高くなっている。 

図表 2-10 中心市街地類型別 ＦＣ店等出店ニーズ 

 全体 

Ａ 広域市街

地 

（N＝16） 

B 県域市 街

地 

（N＝25） 

C 県域商業

市街地 

（N＝12） 

D 県域副次

市街地 

（N＝16） 

Ｅ 地域市街

地 

（N＝53） 

ぜひ、して

ほしい 
28 22.4% 1 6.3% 6 24.0% 2 16.7% 4 25.0% 15 28.3% 

条 件付で

してほしい 
59 47.2% 13 81.3% 11 44.0% 4 33.3% 8 50.0% 21 39.6% 

してほしく

ない 
16 12.8% 1 6.3% 2 8.0% 2 16.7% 4 25.0% 6 11.3% 

その他 9 7.2% 1 6.3% 2 8.0% 2 16.7% 0 0.0% 4 7.5% 

不明 14 11.2% 0 0.0% 4 16.0% 2 16.7% 0 0.0% 7 13.2% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

22.4%

6.3%

24.0%
16.7%

25.0% 28.3%

47.2% 81.3% 44.0%

33.3%

50.0% 39.6%

12.8%

6.3%

8.0%

16.7%

25.0%

11.3%

7.2%

6.3%

8.0%
16.7%

0.0%

7.5%

11.2%

0.0%

16.0% 16.7%

0.0%

13.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

全体 A B C D E

不明

その他

してほしく
ない

条件付でし
てほしい

ぜひしてほ
しい
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２）出店の際の希望 

ＦＣ店等には商店街振興組合への「加入、会費の支払い」「商店街活動に参加」を求める割

合が高くなっている。 

類型別では、広域市街地（Ａ）では、相対的に要望の割合が高くなっている。ＦＣ店等に

対する出店ニーズ（図表 2-11）でも見たように、ＦＣ店等の出店を望むものの、ＦＣ店等と

共存共栄していくことに苦心している姿も見てとれる。 

図表 2-11 中心市街地類型別 ＦＣ店等立地の際の要望 

 全体 

Ａ 広域市街

地 

（N＝16） 

B 県域市街

地 

（N＝25） 

C 県域商業

市街地 

（N＝12） 

D 県域副次

市街地 

（N＝16） 

Ｅ 地域市街

地 

（N＝53） 

加入 、会費支

払い 
82 65.6% 13 81.3% 16 64.0% 7 58.3% 10 62.5% 36 67.9% 

商店街活動に

参加 
74 59.2% 12 75.0% 15 60.0% 5 41.7% 10 62.5% 32 60.4% 

景観、のぼり等

周辺に配慮 
47 37.6% 11 68.8% 11 44.0% 3 25.0% 8 50.0% 15 28.3% 

競合しないよう

に規模等を調整 
27 21.6% 4 25.0% 5 20.0% 3 25.0% 3 18.8% 10 18.9% 

地域担当者等

が変わらない 
15 12.0% 4 25.0% 1 4.0% 2 16.7% 2 12.5% 5 9.4% 

特にない 12 9.6% 1 6.3% 1 4.0% 3 25.0% 1 6.3% 5 9.4% 

その他 7 5.6% 4 25.0% 1 4.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 3.8% 

 

 

  
 
 

65.6%

81.3%

64.0%

58.3%

62.5%

67.9%

59.2%

75.0%

60.0%

41.7%

62.5%
60.4%

37.6%

68.8%

44.0%

25.0%

50.0%

28.3%

21.6%
25.0%

20.0%

25.0%

18.8% 18.9%

12.0%

25.0%

4.0%

16.7%

12.5%
9.4%9.6%

6.3%
4.0%

25.0%

6.3%
9.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

全体 A B C D E

加入、会費支払
い

商店街活動に参
加

景観、のぼり等
周辺に配慮

競合しないよう
に規模等を調整

地域担当者等が
変わらない

特にない
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⑤マッチングモデルについて 
 

１）実現可能性 

回答全体では、3割強が実現可能性を感じている。 

類型別では、県域市街地（Ｂ）、県域副次市街地（Ｄ）では実現可能性があるとする割合が

高い。比較的商圏規模が大きな県庁所在都市や圏域副次市街地では、実現可能性を感じる割

合が高くなっている。 

一方で、県域商業市街地（Ｃ）、地域市街地（Ｅ）では実現可能性がないとする割合が高い。 

図表 2-12 中心市街地類型別マッチングモデルの実現可能性 

 全体 

Ａ 広域市街

地 

（N＝16） 

B 県域市街

地 

（N＝25） 

C 県域商業

市街地 

（N＝12） 

D 県域副次

市街地 

（N＝16） 

Ｅ 地域市街

地 

（N＝53） 

ある 44 35.2% 5 31.3% 13 52.0% 3 25.0% 9 56.3% 14 26.4% 

ない 28 22.4% 3 18.8% 4 16.0% 5 41.7% 2 12.5% 12 22.6% 

分からない 45 36.0% 8 50.0% 4 16.0% 4 33.3% 5 31.3% 23 43.4% 

不明 8 6.4% 0 0.0% 4 16.0% 0 0.0% 0 0.0% 4 7.5% 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

35.2% 31.3%

52.0%

25.0%

56.3%

26.4%

22.4%

18.8%

16.0%

41.7%

12.5%

22.6%

36.0% 50.0% 16.0%

33.3% 31.3%

43.4%

6.4%
0.0%

16.0%

0.0% 0.0%
7.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

全体 A B C D E

不明

分からない

ない

ある

 

実現可能性

はあると思う

35.2%

実現可能性

はないと思う

22.4%

分からない

36.0%

不明

6.4%

（全体） 
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27.2%

12.5% 12.0%

25.0% 25.0%

34.0%

23.2%

31.3%

20.0%

33.3%

12.5%

24.5%

12.8%

31.3%

4.0%

8.3%

6.3%

15.1%

7.2%

0.0%

8.0%

16.7%

6.3%
7.5%

11.2%

37.5%

4.0%

0.0%

12.5%

9.4%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

全体 A B C D E

立地する市場環
境にない

空き店舗物件が
ない

仕組みが十分で
はない

地域が立地を望
まない

その他

 

２）マッチングモデルは実現しないとする理由 

回答全体を見ると、「立地する市場環境にない」「空き店舗物件がない」ために、マッチン

グモデルは実現しないとする割合が３割と高くなっている。 

類型別では、実現可能性が高くないとする割合が高い県域商業市街地（Ｃ）では、「空き店

舗物件がない」ために実現しない理由とする割合が高くなっている。実際に、県域商業市街

地（Ｃ）では、空き店舗が比較的少ないとする割合が高い（図表 2-9）。また、同じく地域市

街地（Ｅ）では、「立地する市場環境にない」ために実現しない理由とする割合が高くなって

いる。現状でも、ＦＣ店等の立地は多くない（図表 2-7）。 

一方で、広域市街地（Ａ）では、「仕組みが十分ではない」とする割合が高くなっている。

自由記入の中には、アンケート票に記載したマッチングモデルの説明内容では、十分理解で

きないとするものが多かった。 

図表 2-13 中心市街地類型別マッチングモデルが実現しない理由 

 全体 

Ａ 広域市街

地 

（N＝16） 

B 県域市街

地 

（N＝25） 

C 県域商業

市街地 

（N＝12） 

D 県域副次

市街地 

（N＝16） 

Ｅ 地域市街

地 

（N＝53） 

立地する市場

環境にない 
34 27.2% 2 12.5% 3 12.0% 3 25.0% 4 25.0% 18 34.0% 

空き店舗物件

がない 
29 23.2% 5 31.3% 5 20.0% 4 33.3% 2 12.5% 13 24.5% 

仕組みが十分

ではない 
16 12.8% 5 31.3% 1 4.0% 1 8.3% 1 6.3% 8 15.1% 

地域が立地を

望まない 
9 7.2% 0 0.0% 2 8.0% 2 16.7% 1 6.3% 4 7.5% 

その他 14 11.2% 6 37.5% 1 4.0% 0 0.0% 2 12.5% 5 9.4% 
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不明

14.4%

分からない

40.0% 参加したくな

い

10.4%

マッチングモ

デルの内容

が一部改善

されれば参

加したい

8.0%

参加したい

27.2%

27.2%
18.8%

44.0%

0.0%

31.3%
28.3%

8.0%

12.5%

8.0%

8.3%

12.5%

5.7%

10.4%
12.5%

4.0%

16.7%

6.3%

9.4%

40.0%

56.3%
24.0%

50.0%

25.0%

49.1%

14.4%

0.0%

20.0% 25.0% 25.0% 35.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

全体 A B C D E

不明

分からない

参加したく
ない

内容が改善
されれば参
加したい
参加したい

 

３）参加可能性 

マッチングモデルに「参加したい」「内容が改善されれば参加したい」が合わせて３割強で

あった。 

類型別では、県域市街地（Ｂ）、県域副次市街地（Ｄ）では参加意向が高く見られた。これ

らの商店街では、空き店舗が１～２割ほど見られ（図表 2-9）、ＦＣ店等の立地ニーズは比較

的高く、中心市街地の賑わいを生み出すために、さらなるテナントの立地を求めていること

が窺える。 

一方で、県域商業市街地（Ｃ）では参加意向が低い。自由記入を見ると、「地域密着型の商

店街を目指すので、ＦＣ店等の立地を望まない」「ＦＣ店等が立地すると、既存の地域商業者

は打撃を受けるため」という理由が見られた。 

図表 2-14 中心市街地類型別参加可能性 

 全体 

Ａ 広域市街

地 

（N＝16） 

B 県域市街

地 

（N＝25） 

C 県域商業

市街地 

（N＝12） 

D 県域副次

市街地 

（N＝16） 

Ｅ 地域市街

地 

（N＝53） 

参加したい 34 27.2% 3 18.8% 11 44.0% 0 0.0% 5 31.3% 15 28.3% 

内容が改善さ

れれば参加し

たい 

10 8.0% 2 12.5% 2 8.0% 1 8.3% 2 12.5% 3 5.7% 

参加したくない 13 10.4% 2 12.5% 1 4.0% 2 16.7% 1 6.3% 5 9.4% 

分からない 50 40.0% 9 56.3% 6 24.0% 6 50.0% 4 25.0% 26 49.1% 

不明 18 14.4% 0 0.0% 5 20.0% 3 25.0% 4 25.0% 19 35.8% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（全体） 



 21 

1.6%

6.3%

4.0%

0.0% 0.0% 0.0%

12.0%

6.3%

16.0%

0.0%

18.8%

11.3%

24.0%

12.5%

28.0%

0.0%

43.8%

26.4%

21.6%

12.5%

28.0%

8.3%

31.3%

22.6%

25.6% 25.0%

40.0%

8.3%

37.5%

20.8%

3.2%

6.3%

0.0%

8.3%

6.3%

1.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

全体 A B C D E

運営費用の一部
負担

チェーン店の出
店交渉

空き店舗情報の
調査、発信

個店との調整

中心市街地他関
係者への協力呼
びかけ
その他

４）参加する場合に協力可能なこと 

「空き店舗情報の調査、発信」「個店との調整」「中心市街地他関係者への協力呼びかけ」

の協力が得られる可能性がある。 

中でも、県域副次市街地（Ｄ）では協力が得られる可能性が高い。 

図表 2-15 中心市街地類型別マッチングモデルで協力可能なこと 

 全体 

Ａ 広域市街

地 

（N＝16） 

B 県域市街

地 

（N＝25） 

C 県域商業

市街地 

（N＝12） 

D 県域副次

市街地 

（N＝16） 

Ｅ 地域市街

地 

（N＝53） 

運営費用の一

部負担 
2 1.6% 1 6.3% 1 4.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

ＦＣ店等の出店

交渉 
15 12.0% 1 6.3% 4 16.0% 0 0.0% 3 18.8% 6 11.3% 

空き店舗情報

の調査、発信 
30 24.0% 2 12.5% 7 28.0% 0 0.0% 7 43.8% 14 26.4% 

個店との調整 27 21.6% 2 12.5% 7 28.0% 1 8.3% 5 31.3% 12 22.6% 

中心市街地他

関係者への協

力呼びかけ 

32 25.6% 4 25.0% 10 40.0% 1 8.3% 6 37.5% 11 20.8% 

その他 4 3.2% 1 6.3% 0 0.0% 1 8.3% 1 6.3% 1 1.9% 
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（３）考察 

①全体 
 

１）商店街の概要 

アンケート調査は、規模の小さな商店街からの回答も多く見られた。 

また、既存のＦＣ店等の立地状況を見ると、全店舗の５％未満である商店街が５割以上を

占めており、比較的ＦＣ店等の立地が進んでいない商店街からの回答が多かった。 

さらに、空き店舗の状況を見ると、１割未満の商店街が６割を占めており、商店街内に数

件程度がある商店街が主であると考えられる。 

 

２）ＦＣ店等の立地ニーズ 

このような中で、ＦＣ店等の立地ニーズは７割と高く、ＦＣ店等を拒むということはあま

り見られない。ただし、立地ニーズの多くは、商店街活動への参加等条件付きのものであり、

ＦＣ店等と共存共栄を図ろうというスタンスが見られる。 

 

３）マッチングモデルについて 

マッチングモデルについては３割程度で実現可能性があると感じ、３割程度で参加意向が

見られた。ただし、半数程度が詳細な情報がないために、分からないという回答であった。 

また、マッチングモデルの実施においては、運用に係る費用負担はできないが、空き店舗

情報の発信、個店との調整等に関しては協力できるという意見が見られた。 

 

②類型別 
 

県域市街地（Ｂ）と県域副次市街地（Ｄ）では、マッチングモデルの実現可能性、参加意

向が比較的高い。また、これらの中心市街地では、マッチングモデルの運用においても協力

するという意向が高く見られる。 

県域商業市街地（Ｃ）と地域市街地（Ｅ）では、マッチングモデルの実現可能性、参加意

向が低い。ただし、商業集積が進んでいる県域商業市街地（Ｃ）では、立地ニーズがそれほ

ど高くなく、そもそもＦＣ店等の立地を望んでいないことが言える。一方で、商圏が大きく

ない地域市街地（Ｅ）では、立地ニーズは他の中心市街地類型と同じ程度に高いものの、立

地する商圏にないために実現しないと考えていることが窺える。 

また、広域市街地（Ａ）では、ＦＣ店等が立地を望むような商圏があることが想像される

が、空き店舗割合が高い傾向が見られ、地域商業者との調整がとれるのであれば、ＦＣ店等

の立地を望む割合が高くなっている。 

このように見てみると、県域市街地（Ｂ）と県域副次市街地（Ｄ）がマッチングモデルを

実施する場合の対象として設定できる可能性が考えられる。 
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図表 2-16 中心市街地類型別のまとめ 

  Ａ  

広域市街地 

（100 万人以上都市の市街地

で集積がそれほど見られな

い） 

Ｂ  

県域市街地 （10 万人以

上都市の市街地で集積が

それほど見られない） 

Ｃ 

県域商業市街地  

（20 万人以上都市の市街

地で商業集積が見られる） 

Ｄ 

県域副次市街地  

（10 万人以上都市の市街

地で商業・居住の集積が見

られる） 

Ｅ  

地域市街地  

（10 万人未満都市の市街

地で商業・居住の集積が見

られる） 

商
店
街
の
概
要
（
規
模
、
Ｆ
Ｃ
店
等
、

空
き
店
舗
） 

・50 店舗以上の規模の大きな

商店街からの回答が4割を超

える。 

・ＦＣ店等が 0 である商店街

が 3割と比較的多く、地域商

業者による商業が営業され

ていることが窺える。 

・そのような中で、1割を超え

る店舗が空き家となってい

るものが 5割見られ、空き店

舗対策が課題となっている

ことが窺える。 

・40 店舗以上の規模の大

きな商店街からの回答が

5割を超える。 

・現在でもＦＣ店等の立地

が進み、多くの割合を占

めている。 

・空き店舗が多いというわ

けではない。 

・50 店舗を超える商店街

からの回答が 3 割を超え

ている。 

・ＦＣ店等の立地が既に進

んでおり、店舗の 4 分の

1 がＦＣ店等である商店

街が 3割を超えている。 

・そのため、空き店舗割合

が低い商店街の割合も多

くなっている。 

  
・ＦＣ店等の立地がない商

店街とＦＣ店等の立地が

進んでいる商店街の二極

化が見られる。 

・ＦＣ店等の立地ニーズは

比較的高く、7 割を超え

る商店街で条件付も含め

て立地を望んでいる。 

  

  

・空き店舗割合が 1割以上

の商店街が 4 割を超えて

おり相対的に高く、10万

人未満都市の中心市街地

では、空き店舗が多く衰

退している状況が見られ

る。 

・一方で、ＦＣ店等の立地

も進んでおらず、ＦＣ店

等割合が 5％未満のもの

が 7割を超える。 

Ｆ
Ｃ
店
等
の
立

地
ニ
ー
ズ 

・ＦＣ店等の立地ニーズは、

条件付のものが高くなって

いる。 

・その条件として、商店街組

織への加入、商店街活動への

参加を求める割合も高い。 

・ＦＣ店等の立地ニーズは

比較的高く、7 割を超え

る商店街で条件付も含め

て立地を望んでいる。 

・ＦＣ店等の立地ニーズは

5 割と相対的に低くなっ

ている。 

・ＦＣ店等の立地に対して

協力的である。 

・ＦＣ店等の立地ニーズは

比較的高く、7 割近くが

条件付も含めて立地を望

んでいる。 

マ
ッ
チ
ン
グ
モ
デ
ル
に

つ
い
て 

・マッチングモデルの実現可

能性があるとする割合は3割

強、参加したいとする割合は

2 割と低く、マッチングモデ

ルへの期待は低くなってい

る。 

・マッチングモデルの実現

可能性は 5 割強、参加希

望は 4 割強で見られ、参

加する場合には関係者へ

の呼びかけを行う割合が

高くなっており、期待が

見られる。 

・そのためか、マッチング

モデルの実現可能性が難

しいとする割合が 4 割

強、参加したいとする割

合が低く、マッチングモ

デルへの期待は低くなっ

ている。 

・マッチングモデルの実現

可能性は 5 割強、参加希

望は 4 割強で見られ、参

加する場合には空き店舗

情報の調査、既存店との

調整、関係者への呼びか

けを行う割合が高くなっ

ており、期待が見られる。 

・しかし、都市規模が小さ

いためＦＣ店等が立地す

ることが難しいと感じる

回答が多く、マッチング

モデルの実現可能性、参

加希望はそれほど高くな

い。 
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③分析 
以上のアンケート結果から、マッチングモデルの実現可能性について、以下の点が分析で

きる。ここでは、特にＰ６のマッチングモデルの仮説の論点１について検証する。 

マッチングモデルに対する否定的な意見は少ない。 

商店街に対するアンケート調査では、ＦＣ店等に対する出店要望は７割を超えており、そ

のニーズは高い。当初は、商店街等はＦＣ店等に対して心理的な障壁があると思われたが、

それはあまりないと考えられる。 

また、マッチングモデルの実現可能性、参加意向は３割、わからないとする割合が４割で

あり、否定的な意見は少ないということが読み取れる。中には、空き店舗情報の発信、関係

者の呼びかけ等に対して協力するという商店街も３割程度見られ、積極的なニーズも読み取

れる。 

これらからすると、ＦＣ店等と商店街の空き店舗をマッチングさせるというアイデアにつ

いては、理解、協力が得られると考えられる。 

ただし、自由記入等では、「地域密着の商店街の考え方に合わない」「資本力があるＦＣ店

等が立地すれば地域商業が打撃を受ける」とする意見も合ったことを付記しておく。 

空き店舗情報の収集体制の検討が必要である。 

空き店舗情報の調査、発信ができるとする商店街の割合は３割弱であり、参加意向を持つ

商店街では空き店舗情報の調査が得られる割合が高くなっている。このような商店街では、

空き店舗の広さや設備、所有関係等空き店舗の概要について情報収集をすることは可能と考

えられる。類型別には、県域副次市街地（Ｄ）では４割を超える商店街で協力可能性がある。 

しかし、商店街全体では、空き店舗の調査が可能なのは、３割以下に留まっており、調査

体制の検討が必要である。 

中心市街地の類型によってマッチングモデルに対する意見は異なる。 

その中で、中心市街地の規模と集積性から分類した類型によって、商店街の意向に違いが

見られた。 

県庁所在都市等の県域市街地（Ｂ）と 10～20 万人規模都市の県域副次市街地（Ｄ）では、

マッチングモデルの実現可能性、参加意向が比較的高い。また、これらの中心市街地では、

マッチングモデルの運用においても協力するという意向が高く見られる。これらは、空き店

舗が非常に多いというわけではないが、広域型商店街としてさらに賑わいを生み出すために、

マッチングモデルを活用し、商業集積を図りたいという考えが窺える。 

一方で、既に商業集積が進んでいる県域商業市街地（Ｃ）と地域市街地（Ｅ）では、マッ

チングモデルの実現可能性、参加意向が低い。商業集積が進んでいる中心市街地（Ｃ）では、

そもそもＦＣ店等の立地ニーズがそれほど高くなく、既存の地域商業が中心となって活性化

を図ろうという考えが窺える。一方で、商圏が大きくない地域市街地（Ｅ）では、立地ニー

ズは他の中心市街地類型と同じ程度に高いものの、商圏が小さいことから実現しにくいので

はないかと考えている。 

マッチングモデルの導入においては、ＦＣ店等のニーズを十分に勘案する必要はあるが、

中心市街地の類型ごとに対応を変える等の対応策が必要であると考えられる。 

論点１については、商店街の位置づけ、規模、集積性によって、マッチングモデルの実現

可能性、参加可能性の意見に相違が見られる。マッチングモデルを実施する際には、このよ

うな意見の相違を勘案しながら構築することが要となる。 
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 ３章 ＦＣ店等の意向調査 

 
本章では、ＦＣ店等の立地情報の調達に関る動向、空き店舗の活用意向等を調査、分析す

る。 

 

（１）調査方法 
 

１）目的  

ＦＣ店等の出店の考え方、中心市街地への出店意向等、マッチングモデルの実現可能性を

明らかにすることにより、中心市街地・商店街がＦＣ店等を出店・管理運営することを検討

するための基礎資料とする。 

 

２）対象  

ヒアリングは以下の 10 社を対象に実施している。 

・コンビニエンスストアＡ社 

・コーヒーショップＢ社 

・ドラッグストアＣ社 

・ファストフードＤ社 

・100 円ショップＥ社 

・ネットカフェＦ社 

・コーヒーショップＧ社 

・食堂、惣菜Ｈ社 

・衣料品Ｉ社 

・飲食Ｊ社 

 

３）方法  

対面によるヒアリング 

 

４）質問内容 

１．出店の考え方について 

 ・現在の出店動向（地域、規模等） 

 ・出店可能性を検討する視点（広さ、立地、設備、商圏人口、近隣店舗、前面道路等） 

 ・物件調達の方法（社内及び社外の物件調達ルート） 

２．中心市街地への出店の考え方について 

 ・中心市街地への出店可能性 

 ・中心市街地に出店する場合の条件（面積、賃料、設備、立地等） 

 ・中心市街地に出店する場合の課題、難しいと感じる面 

３．マッチングモデルについて 

 ・本モデルへの参画可能性 

 ・本モデルに参画する場合に提供可能性情報 

 ・モデルについての課題等 

 ・参画する場合の条件 
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（２）調査結果 
ヒアリング対象の中で、特徴的な意見が見られた企業の結果を整理する。 

①ヒアリング結果 

 コーヒーショップＢ社 ドラッグストアＣ社 ファストフードＤ社 100 円ショップ E 社 

業種 飲食 小売 飲食（牛丼、カレー） 小売 

業態 直営店 直営店（一部ＦＣ） 直営店 直営店、ＦＣ 
企
業
概
要 店舗数 

国内 602 店舗 

近畿経産局管内 111 店舗 
国内 212 店（内 FC3 店） 国内 719 店舗（内 FC9 店） 

国内 847 店舗 

近畿経産局管内 94 店舗 

現状 

・全国に展開。 

・近年は、富山市、高知市、岡山市

でも出店 

・関西地方が中心。 

・近畿 2 府 4 県を中心に展開。その

他、高松市、金沢市にも出店。 

・現在地方都市の出店は留めてお

り、首都圏、関西圏、東海圏に限

定して出店している。 

・全国に展開。 

物件条件 

・大都市圏が優先である。地方都

市の中心市街地。 

・中心市街地が衰退している地域

では郊外型でも出店している。 

・商圏は 5～6 万人／500ｍ。 

・再開発物件・エリアに注目。 

・ロードサイドでの出店が中心。 

・中心市街地での出店は多くない。 

・地方都市での出店方法は中心市

街地ではビルインタイプ、郊外で

はロードサイドタイプがある。 

・小さな町でも出店は可能。物件の

所有、従業員等によって初期投

資額は変わるので、ケースバイケ

ース。逆に、3000 人／500ｍくらい

では成立しにくい。 

・路面店、ＳＣ等の出店が多い。 

立地条件 

・30～40 坪は必要。 

・物件選定の条件は、一等地、集

客施設があること。 

・競争相手もあり、賃料は基本的に

所有者との交渉している。 

・売り場面積で 150 坪～300 坪。視

認性、階数も条件となるが、目安

でしかない。 

・物件の広さは25坪、３２席。２層で

あっても問題ない。物件の形状に

より、レイアウトが変わってくるため

一概には言えない。 

・その他に重視するのは、人通り。 

・一般的な物件としては、30 坪、１

階、前面通行量、車通行量が多

い物件が望ましい。 

物 件 情 報

調達ルート 

・オーナーからの直接のセールス、

不動産仲介業者、ディベロッパー

から入手、当社との付き合いのあ

る会社から、銀行（数は少ない） 

・不動産事業者、銀行から。 

・社内に物件調達担当が6人いる。 

・開発担当者が首都圏６名、関西

圏２名、東海圏１名。 

・金融機関、ディベロッパー、リーシ

ング会社等から。その他、入居中

物件にも飛び込みをする。 

・物件は本部が調達する。 

・不動産会社、リーシング会社から

情報を入手している。現在、１００

件／日の物件情報を入手してい

る。 

出
店
条
件
な
ど 

その他 

・物件情報は個別性が強いので、

物件情報収集の担当者をやみく

もに増やしてもあまり効率的では

ない。 

・地域からの誘致もあるが、それは

出店の判断に大きく。あくまでも収

益性が判断基準となる。 

・地方都市から展開している同業

他社もあり、企業戦略ごとに出店

エリアは異なる。 

・ＦＣの場合は、商品は買い取り。

ただし、ロイヤリティー等はない。 

・直営店とＦＣに、明確な基準があ

るわけではなく、投資に対して収

益が得られそうなものは直営店。 
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中 心 市 街

地 の 出 店

意向 

・情報収集はしている。 

・住宅整備が進み、人の流れが変

われば、出店の可能性はある。 

・中心的な出店エリアではない。 ・中心的な出店エリアではない。 
・中心部は出店エリアの一つであ

る。 中
心
市
街
地
に
つ
い
て 

中 心 市 街

地 に 出 店

す る 場 合

の課題等 

― 

・中心市街地、商店街だからといっ

て、出店に対して難しいと感じる

面はない。ただ、狭い物件が多い

ので、商品数も限られる。また、賃

料が高いので、損益分岐点も高く

なる。 

・中心市街地によっては、看板の規

制が条例で定められているところ

もあるが、そのようなものについて

も対応している。 

 

・100 円ショップは集客力があり、中

心市街地では歓迎されることが多

い。 

・既存店と取扱商品が重なることも

それほどない。 

参 画 可 能

性 

・イメージは理解できる。 

・参画する条件は、場合は①活性

化計画、②商業店の入居を前提

にして開発されていること、③競

合他社がいないこと。 

・戦略的な出店エリアではないため

マッチングモデルに参画すること

は難しいと思われる。 

・参画可能性はある。物件情報の

調達ルートの一つとして活用す

る。 

・情報提供は、インターネットであっ

ても問題はない。 

― 

提 供 可 能

情報 

・出店情報は、企業戦略に関わる

ので公開できない。 

・仮に参画するとした場合は、提供

可能情報としては、大枠の広さや

設備等の条件に留まる。 

・現入居、退去予定の状況を含め

て情報が提供されれば良い。 

・物件の条件はケースバイケ－スな

ので、一様な条件としては出しに

くい。 

課題 

・空き物件である場合は、条件が悪

い可能性が考えられる。将来的に

空く可能性があるという情報であ

れば、入手したい。 

― 

・費用負担をしてまで参画すること

は難しい。物件調達において、情

報収集のために費用が発生する

ことはない。 

・既存の空き物件だとすると、ＦＣ店

として参画することが想定される

が、その場合は加盟希望者が必

要になる。人も含めて紹介される

のであれば、可能性はある。ＦＣ

希望者を募ることについては、当

方が出向いて説明等をすることも

協力する。 

マ
ッ
チ
ン
グ
モ
デ
ル
に
つ
い
て 

その他 ― 

・出店物件の調査は、その専門部

隊が独自ノウハウで未公開情報を

集めている。一般情報は、それほ

ど意味がない。また、大量情報を

選別する労力が負担となる。 

― 

・自分たちのような業態があり、そ

れを加盟店希望者となるような人

に知らせる機会があるのであれ

ば、当方にとってのメリットがある。 

 



 28 

 

 ネットカフェＦ社 食堂、惣菜Ｈ社 コーヒーショップＧ社 

業種 サービス 飲食、小売（惣菜） 飲食 

業態 ＦＣ、直営店 ＦＣが中心 ＦＣ 

企

業

概

要 店舗数 

国内 61 店舗（複数店舗持つ加盟

店もある。） 

近畿管内 6 店舗 

マルチブランド展開。 

全ブランドで 651店舗、うちＦＣ店は

411 店舗。 

5 店舗 

現状 

・関東エリアを中心に出店。 

・他企業と比較して、安心安全で、

明るく、入りやすい「場所ビジネ

ス」を展開。最近は、様々な活用

の仕方が考え始められており、英

会話学校がＷＥＢ授業のスペー

ス、中小企業が会議室として活用

することもある。空間のサービスを

プロデュースすることができる。 

・食堂は全国で展開。全都道府県

に出店している。平成 18 年度は

296 店舗の出店。平成 19 年度末

には 1,000 店舗まで拡大すること

を目標。 

・食堂事業は大衆食路線として展

開する。現在は、食堂事業に集中

的に投資している。 

・地方都市の場合は、郊外型での

展開が多く、中心市街地での出

店はそれほどない。 

・コーヒー豆の卸売り事業からコー

ヒーショップ事業を展開。 

・大阪および神奈川県で展開。駅

ビル、住宅地、ＳＣで展開してお

り、各エリアで試験的に取り組み、

情報収集をしている。 

物件条件 

・現在の出店パターンはロードサイ

ド、駅前、ＳＣ。地方都市では、ロ

ードサイドが中心。 

・最も規模が小さい都市では、盛

岡。しかし、苦戦している。 

・視認性を確保するために、セット

バックをしていないことが重要。 

・設備に対しては、一般の仕様があ

れば十分に対応可能。 

一般的な広さは 30～35 坪。最大で

も 50 坪。 

・加盟店の個性を生かしながら、経

営を支援する本部機能を強化し

ている。ターゲット層ごとに経営パ

ッケージを作り、それを組み合わ

せ加盟店に提供。立地に応じた

展開が可能。 

出
店
条
件
な
ど 

立地条件 

・今後の機能のイノベーション可能

性があるので狭い物件では対応

しにくい。最低でも 200 坪。2 層で

も問題はない。 

・家賃は売り上げの 20％くらいが目

安。 

・視認性は重要だが、リピーターが

多いので、大通りから一つ入った

Ｂ級立地でも良く、視認性は看板

等で確保する。 

・食堂事業は、居住・流動層両方

取り込める立地を狙う。オフィス等

だけであれば、1 時以降はアイド

ルタイムとなるので、居住者が食

事をしてもらうことも重要であり、後

背地に住居があり、かつ幹線道路

沿いの角地である立地が望まし

い。 

・商圏は 300ｍで 2 万人の昼間人

口を目安としている。その他、駅

の乗降客数も注目している。 

加盟店希望者次第である。特に基

準を設けているわけではない。複

数のパッケージが用意されている

ので、立地によってターゲット、形

態を変えることができる。 
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物 件 情 報

調達ルート 

・物件情報は本部から紹介してい

る。 

・本部は、地域の不動産会社から

の情報がほとんど。リーシング会

社からの紹介等もある。 

・物件情報は付き合いのある不動

産仲介事業者が物件を推薦す

る。決定は早いもの順。成約時に

手数料を支払う。 

・飛び込みで物件情報の調達を行

うまではしていない。 

・現在は不動産仲介事業者からの

物件の紹介を受けている。 

・まだ、5 店舗ほどの展開であるた

め、積極的に物件の調査をするま

でには至っていない。 

・現在は、一人で物件情報の収

集、調査を行う。 

中 心 市 街

地 の 出 店

意 向 に つ

いて 

・将来的には考えられる。朝から昼

がアイドルタイムなので、その時間

帯に利用可能性があるシニア層

はターゲットとなる。地域の診療所

等と連携して、メディカルチェック

の場なども考えられる。 

・中心市街地での出店可能性もあ

る。 

・リピーターをターゲットとするパッ

ケージでは中心市街地のようなエ

リアでも十分展開可能である。 

中
心
市
街
地
に
つ
い
て 

中 心 市 街

地 に 出 店

す る 場 合

の課題等 

・駐車場の整備が必須。公共団体

が駐車場を整備していれば、出店

しやすくなる。 

・中心市街地は賃料が市場水準と

比較しても高い。一般的には、売

り上げの 10％が賃料水準である。

賃料が低減される可能性があれ

ば、出店しやすくなる。 

― 

参 画 可 能

性条件 

・本部から物件情報を提供するの

で物件情報は多い方がいいので

参画可能性がある。物件情報調

達ルートの一つと考えられる。 

・参画可能性はある。 

・ただし、現在物件情報調達に費

用をかけていないこともあり、マッ

チングモデルの運営に対して費

用負担をすることはできない。 

・参画可能性はある。出店スピード

を上げるときに、多くの情報を収

集する場合には、今は十分な人

材がいないので活用できる。 

・ただし、費用負担はできない。 

提 供 可 能

情報 

・情報提供については、立地エリ

ア、希望賃料等ほとんどの情報が

可能。 

・求める物件情報等を提供すること

は可能。 

・競合他社に出店情報が漏れない

ことが重要。 

・求める物件情報等を提供すること

は可能。 

マ
ッ
チ
ン
グ
モ
デ
ル
に
つ
い
て 

課題 ・費用負担については難しい。 

・物件情報が一様に提供されると

入札になってしまうので、金額で

出店できないことはリスクとなる。

一般的には、契約は早い順であ

るので、この仕組みの場合、どの

段階で成約が確約されるかがわ

からないことが問題。 

・中心市街地等での空き店舗情報

サイト等も見るが、情報の更新性

が遅いことが問題である。実際に

アプローチをしたときには、すでに

成約していたということもあった。 
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②まとめ 
 

１）ＦＣ店等の出店について 

物件情報調達は、不動産事業者、金融機関、独自ルート。 

本部が物件情報を調達する場合は、不動産事業者、金融機関、独自ルートをチャネルとす

ることが多いようである。各社複数のチャネルから情報を収集している。 

また、ＦＣ店等同士でネットワークを持ち、情報交換をしているという意見も見られた。 

立地、物件の視点は、通行量、視認性、競合店、地域の消費動向・生活者層、物件の広さ、形

状。 

企業が物件を選定する視点としては、①通行量、②視認性、③競合店、④地域の消費動向、

生活者層、⑤広さ、形状を重視するという意見が多く聞かれた。 

ただし、物件は個々それぞれに環境が異なるので、一概に物件情報だけで選定、判断する

ことはなく、実際に現地を見て決めるという意見もあった。 

 

２）中心市街地への立地について 

中心市街地は市場としての魅力に乏しく、戦略エリアとして位置づけていない企業が多い。 

地方都市であれば、中心市街地よりも郊外型に立地するという考えが多く聞かれた。地方

都市は、車社会を中心としたライフスタイルに変化しており、広い駐車場をもち、滞在型の

郊外型店舗を構えるという考え方が主流であった。一方で、中心市街地は、賃料が高いため

損益分岐点が高くなってしまう割には、人通りが多くなく、駐車場も少ないため集客を期待

できなく、市場としての魅力に乏しいという意見が多く見られた。業種にもよるが、最寄品、

飲食、買回り品では県庁所在地規模の都市でも成立可能性が難しいという意見が見られた。 

一方で、高齢者等が多い中心市街地では、そのような層をターゲットとして展開可能性を

考える企業も見られた。また、ある企業では、中心市街地での小売の可能性は難しいが、塾、

医療福祉等のサービス業であれば、成立可能性があるという意見も聞かれた。 

ＦＣ店等は中心市街地の出店において特殊の事情を感じているわけではない。 

一般に、ＦＣ店等出店の際に、取り扱い品目や既存店舗との調整等を行い、出店を断念し

た等の話が聞かれることがあるが、今回のヒアリング調査においては、そのような問題が出

店における障害となるという認識はあまり聞かれなかった。 

 

３）マッチングモデルについて 

物件情報の調達チャネルの一つとしてマッチングモデルは活用可能性がある。 

ヒアリングを行った企業の多くで、マッチングモデルに対しては物件情報を調達するチャ

ネルの一つとして活用可能性があるという意見が見られた。ただし、その場合でも、既存の

空き物件情報よりも、現在の入居状況や空き予定情報の方が、情報の価値が高いという意見

が多かった。企業によっては、できるだけ多くの物件情報を入手したいというところもあっ

たが、あまりに多くの情報があっても、その取捨選択に負われる労力等が大変であり、出店

物件の調査はスペシャリストがそれぞれのノウハウで行うため、データベースは活用しない

という企業も見られた。 

運営資金を負担してまで活用する企業は少ない。 

マッチングモデルの運営を企業が負担してまで使用したいという企業は少なかった。一般

的に、ＦＣ店等は、物件情報の収集に対して費用を支払うことはないためである。 

ただし、成約物件に対しては、不動産仲介料等で費用は支払っているため、そのような形

であれば、支払うことは可能であるという意見も見られた。 



 31 

 

ＦＣでは物件情報と合わせて人材情報を求める。 

ＦＣの場合は、物件があったとしても、加盟店となる人がいなければ出店できないので、

加盟店希望者についても併せて紹介されれば、実現可能性は高いという意見が見られた。 
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（３）考察 
 

以上のヒアリング結果から、マッチングモデルの実現可能性について、以下の点が考察で

きる。ここでは、特にＰ６のマッチングモデルの仮説の論点４について検証する。 

 

マッチングモデルの考え方には理解が得られたが、強いニーズとはいえない。 

ＦＣ店等には、マッチングモデルに対して一定の理解を得ることはできた。多くのＦＣ店

等は、出店に係る情報を開示することは可能であり、またマッチングモデルがあれば物件情

報を調達するチャネルの一つとして活用可能性はあるという意見が見られた。 

しかし、その場合でも、自分たちが費用負担等をしてまで活用したいという積極的なニー

ズは見られなかった。その理由は、ＦＣ店等にとって一番欲しい情報は、立地等の条件が良

い物件が「将来的に空く可能性がある」情報であり、条件が劣る「空き店舗」情報は、検討

の対象となりにくく、「一応目を通したい」程度の情報であるためと考えられる。また、ＦＣ

店等は不動産仲介事業者等からの物件紹介を受け、成約時に不動産仲介料を支払うケースが

多く、情報を収集する段階で費用負担をする慣行がないことも理由として考えられる。 

さらに、一部のＦＣ店等からは、マッチングモデルに対する否定的な意見も聞かれた。あ

るＦＣ店等では、店舗開発では他社との競合が激しいため、店舗開発担当者には空き可能性

がある物件情報の収集を期待しており、彼らは個人的なネットワークを形成し、情報を収集

している。そのため、一般に流布するような情報にはそれほど価値を置かないという意見も

見られた。 

マッチングモデルの出店に関わる情報提供は可能。 

マッチングモデルの実施において、ＦＣ店等から出店に関わる情報提供を受けられる可能

性があることが分かった。多くのＦＣ店等では、求める物件の条件、立地、おおまかなエリ

ア等に関する情報は提供可能であった。現在においても、各社のホームページで物件情報の

提供を受け付けるために、条件を記載しているところも多い。 

ただし、情報提供は可能とするＦＣ店等でも、競合他社等に情報が流れることを懸念する

意見も聞かれた。インターネット上で誰もが閲覧可能であることは問題としている。 

経営規模、経営のステージ、業種によって考え方の違いがある。 

また、マッチングモデルに対する期待の違いは、ＦＣ店等の経営規模とステージ段階、業

種により見られる。経営規模が小さく、店舗開発と他の業務を一人で担っている場合、なる

べく多くの物件から検討をしたい出店を加速させているＦＣ店等、メインストリートでなく

ても成立する業種等では、空き店舗情報は有用であるという意見が聞かれた。マッチングモ

デルを実施する場合は、ＦＣ店等の対象を設定する必要があると考えられる。 

マッチングモデルの運用上の工夫が必要の指摘もある。 

仮説としたマッチングモデルに対して、運用における２つの課題が指摘された。１つ目は、

先ほども述べたとおり、「将来的に空く可能性がある」物件の情報を流通させること、２つ目

は、店舗運営を担う人材を合わせて情報提供することである。ＦＣでは、空き店舗の情報だ

けがあっても、店舗運営を担う人材がいなければ、出店できないという意見も見られた。マ

ッチングモデルにおいても、空き店舗情報と併せて加盟店希望者情報を発信できれば、ＦＣ

店等にとっては、立地可能性が高まる。 

ＦＣ店等立地への過度な期待に対する課題も指摘された。 

これまでも著名なＦＣ店等には、中心市街地・商店街関係者から誘致があり、そのときに

ＦＣ店等に中心市街地を託す等と考えるケースが多く見られたそうである。ＦＣ店等側から

すると、中心市街地にＦＣ店等が立地したからとしても地域としての集客力が上がるわけで

はないので、過度な期待を持つことは避けるべきとの意見が見られた。 

マッチングモデルは、基本的にはＦＣ店等を誘致するモデルとして考えるが、ＦＣ店等が
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立地したから、中心市街地に関する問題が解決したと考えるような運用にならないことが重

要である。マッチングモデルの導入、運用においては、ＦＣ店等誘致を通して、中心市街地

の現状を認識し、将来像を描くことが重要であるとの基本的な考え方を設定する必要がある

と考える。 
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 ４章 不動産管理手法に関する検討 

 
ＦＣ店等と空き店舗のマッチングモデルを実施する際には、情報の流通だけではなく、空

き店舗を効果的に活用、管理する手法も重要になる。商店街への意向調査の中では、マッチ

ングモデルの実現が難しいと感じる意見の中に、ＦＣ店等が求める空き店舗がないことを理

由とするものが見られた。これは、既存の空き店舗を有効に活用、管理をする手法があれば、

マッチングモデルの実現可能性が高まることを意味する。そこで、先進事例をもとに不動産

管理手法を分析するとともに、不動産管理の担い手となりうる不動産仲介事業者等へのヒア

リングを実施し、不動産管理を担う体制を検討する。 

 

（１）不動産管理手法の検討 
 

先進事例等をもとに、空き店舗を活用、管理する際の不動産管理手法を以下に整理する。 

 

１）複数物件アレンジ型 

不動産事業者等コーディネーターが隣接、点在する空き店舗をし、複数物件を１事業者が

使用するケース。狭小な物件の活用方法として検討される。例えば、飲食店では、１物件を

厨房、１物件を飲食フロアのような使い方が考えられる。また、小売店では、販売品目ごと

に、１号館、２号館のような使い方が考えられる。 

本調査の中で開催された検討委員会では、都心出店を進める飲食店で、実際に厨房とフロ

アを別物件に設けている事例や都心出店を進める小売店で、主要な店舗の他に、需要が高い

品目だけを扱うサテライト店舗のアイデアがある等の意見が見られた。 

ただし、所有者が異なる場合は、賃料が高くなる可能性がある。また、特に、飲食店等で

は法規制について精査が必要である。 

図表 4-1 複数物件アレンジ型のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）複数事業者アレンジ型 

不動産事業者等コーディネーターが複数のＦＣ店等新規出店者をアレンジし、１つの空き

店舗に誘致する。複数テナントがコラボレーションをすることにより、利用者の利便性が高

まる。既存の事例でも、金融機関とコーヒーショップ、書店とコーヒーショップのコラボレ

ーションの事例が見られる。 

本調査の中で開催された検討委員会では、ＦＣ店等と地域商業者がコラボレーションする

アイデアがある等の意見が見られた。 

 

 

 

 

ＦＣ店等 

コーディネータ

ー 

オ ー ナ

ー 
オ ー ナ

ー 

空き店舗 
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図表 4-2 複数事業者アレンジ型のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）マスターリース型 

商店街の空き店舗を中心市街地活性化協議会や百貨店等がマスターリースを行い、それを

ＦＣ店等にサブリースをする。 

空き店舗を貸さない理由として、契約事務や家賃回収、清掃等の不動産管理が面倒だから

という意見が見られるが、この方式では、不動産管理を委任することができる。また、空き

店舗所有者は、家賃未納リスクを抑えられるので、内装等物件を高度化するインセンティブ

が働く。 

図表 4-3 マスターリース型のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

若干イメージは異なるが、商店街振興組合が再開発事業の特定建築者となり、再開発ビル

を取得し、リーシング（テナント誘致）をしている事例である。 

 

【再開発事業】高松丸亀商店街 

 人口 33 万人の高松市は、行政機関等が集積する四国の中心として、支店経済都市と

して成立しているが、昭和 60年代ころから郊外型大型店舗の立地により、通行量はピ

ークの 1/2、地価は 1/10 まで落ち込み、中心部には空き店舗が目立ち、居住者は減少

していた。また、バブル期の家賃高騰により日常品を取り扱う店舗は減少し、衣料品

が店舗の半数を占め偏りが見られていた。さらに、中心市街地の賃料は高止まりして

おり、新規参入が困難である。これらの課題に対応するため、1990 年ごろから高松丸

亀町商店街で再開発事業の検討を始め、平成18年に再開発ビルを竣工した。 

再開発ビルは、４階までは商業等施設、高層階は住居である。テナントは、これまで

四国への出店経験のない全国展開店舗を誘致した。また、隣接する百貨店との連携に

より、世界的ブランドショップを誘致している。 

コーディネータ

ー 

オ ー ナ

ー 

空き店舗 

ＦＣ店等 

ＦＣ店等 

マスターレッシ

ー 

所有者 

空き店舗 

ＦＣ店等 

ＦＣ店等 

マスターリース契

サブリース契約 



 36 

 

事業スキームは、土地の所有を変えず、再開発ビルの全床をまちづくり会社が取得・

運営している。地権者は、土地を所有し、まちづくり会社と定期借地権契約を結び、

土地を貸し出す。また、事業を営む場合は、再開発ビルにテナントとして、賃貸で入

居する。まちづくり会社は、施設を整備、所有、運営する。家賃収入から、建物の管

理コストなど必要な経費を除いた分を、地権者に分配する。 

本スキームが機能をしているのは、まちづくりに係る主体の権利を整理しなおした

ことにあると考えられる。従前は、地権者が土地、建物を所有し、テナントに賃貸を

していたため、まちづくりに係る組織がテナントミックス等を試みても関与できる機

会がほとんどなかったが、本スキームでは、まちづくりに係る組織がエリアマネジメ

ントに関与するという意思のもとに、まちづくり会社が施設整備、保留床を取得し、

テナントリーシングを行っている。つまり、従前の地権者・建物オーナー⇔テナント

という関係から、地権者⇒まちづくり会社⇔テナントという関係性を築いている。 

図表 4-4 事業スキーム 

 

 

 

 
 

 

４）ファンド組成型 

住民、商店街等からの出資を募りファンドを組成し、空き店舗の内装の改修等のイニシャ

ルコストに投資する。特に、自身での物件調達が必要となるフランチャイザー（加盟者）の

入居を促進することが期待できる。現状では、空き店舗の内装改修等に係る資金調達の手法

が多くないため、このような手法が考えられる。 

図表 4-5 ファンド組成型のイメージ 
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都市計画コン

サルタント 

定期借地権の設定 

（底地は地権者が所有） 

タウンマネ

ジメント会

リーシング 
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借地権者 

テナン

ト 
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（２）不動産管理体制の検討 
 

先の不動産管理手法の整理においても、ＦＣ店等が空き店舗を有効に活用するためには、

コーディネーターの役割が重要になると考えられる。コーディネーターには、不動産管理の

ノウハウ、経験が必要になるので、その候補の一つとして考えられる不動産仲介事業者等に

対してヒアリング調査を実施、その可能性を検討する。 

①調査方法概要 
 

１）目的  

マッチングモデルのコーディネーターとして、不動産仲介事業者の役割が期待される。そ

こで、不動産仲介事業者、大型小売店舗開発者等に対して、業務内容、コーディネーターと

しての役割の可能性等についてヒアリング調査を実施する。 

 

２）対象  

ヒアリング調査は、不動産仲介事業者及び業界団体、大型小売店舗の開発事業者を対象と

した。ただし、リーシング会社等にヒアリングを依頼したが、受けられなかったケースが数

件あった。 

・リーシング会社 Ａ社 

・ショッピングセンター Ｂ社 

・（社）大阪府宅地建物取引業協会 

 

３）方法  

対面によるヒアリング 

 

４）質問内容 

ヒアリング対象の業務内容がそれぞれ異なるためヒアリングの大項目を示している。 

１．業務内容について 

２．マッチングモデルについて 
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②リーシング会社Ａ社 ヒアリング結果 
リーシング会社がマッチングモデルでの地域コーディネーターとしての役割を担う可能性

についてヒアリングを行った。 

 

１）業務内容について 

Ａ社は、ディベロッパーのプロパティマネジメント子会社であったが、不動産投資が進む

中で、商業等のリーシングに特化した会社として設立された。Ａ社は、下図のＡ社グループ

会社の「テナントリーシング機能」に該当する。 

これまでは、オーナーから直接、リーシング業務の委託を受けており、不動産仲介事業者

とは、その点で異なる。（不動産仲介事業者は、入居者とオーナー双方の立場から仲介をする。）

これまでのリーシング実績としては、取扱物件の種類は、商業ビル、ＳＣ、郊外店舗、路面

店等様々である。 

図表 4-6 Ａ社の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ社ＨＰにみずほ総合研究所が加筆した。 

 

Ａ社は、リーシング業務を行うために、テナントのキーマン１万人分のデータベースを把

握しており、その出店ニーズは、絶えずアップデートをしている。様々なタイプの物件に対

応したリーシングができることが強みである。 

リーシング業務は、物件に対して経営戦略をマネージャークラスが決定し、それをもとに

テナントに一斉に物件情報を流し、出店意向を確認する。 

現在は、オーナー物件の管理運営が中心であるが、今後は、不動産仲介事業へも展開して

いく可能性を検討している。 

 

２）マッチングモデルについて 

マッチングモデルには、「直感的には」協力することはできるという意見が得られた。Ａ社

が係るスキームとしては、フィーも不動産仲介料１ヶ月分があれば問題はないということで

あった。 

展開する地域としても、よほどの僻地でなければ、仲介することは可能である。日常的に

も地方都市の物件の管理等は行っている。 

ただし、マッチングモデルにインターネットを活用することは、公開情報を増やすことに

なり、リーシングを難しくする可能性があるという意見が聞かれた。商業リーシングでは、

テナントがリーシングの営業担当者にマージン等を支払ったり、内装業者が工事することを

前提として内装業者がテナントをオーナーに紹介したりして、必ずしもオーナーにとって効

1．オフィスビル・複合(商業)施設・データセンター

ビル等の運営・管理  

2．ビルテナント営業・斡旋  

3．ビル経営代理・代行  

4．ビル新築・改修等の設計企画コンサルティング 

5．不動産全般に係る企画コンサルティング  
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果的ではないテナント誘致する等の課題があり、インターネットを介して、広く情報を提供

すると、多様な関係者が介在する状況を増やし、このような課題を引き起こす可能性が高く

なってしまうとのことであった。 

地域コーディネーターとしての役割については、地域の中でコンセプトを描くとしても、

そのテナント誘致が可能かどうかは実際にやってみなければ分からないこともあるので、Ａ

社としては、地域コーディネーターをサポートする形で、まちの将来像を話し合いながら、

必要なテナントを誘致することには協力できるという意見であった。 

 

③ショッピングセンターＢ社 ヒアリング結果 
ショッピングセンターのプロパティマネジメントを行っている事業者が、ショッピングセ

ンターでのリーシングノウハウを商店街に活用することができないかについてヒアリング調

査を行った。 

 

１）業務内容について 

ショッピングセンター等商業施設のプロパティマネジメントをしている。 

基本的には、グループ会社のディベロッパー、商社が建設した商業施設の管理運営を行う。

現在、12 の商業施設の管理運営を行っている。 

図表 4-7 Ｂ社の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ社ＨＰ 

 

ショッピングセンターでのリーシングには、2つのパターンがある。1つは、全社的な管理

のもとＦＣ店等のリーシングを行うこと、もう 1 つは商業施設ごとに専門店となる地域の商

業者を呼び込むことである。その組み合わせによって、リーシングを展開している。専門店

については、地域の商業者の出店に対して声を掛けることを、日常的に行っている。 

 

２）マッチングモデルについて 

商業施設を超えて、商店街等で展開することは難しいと思われる。そのようなノウハウを

持ちえていない。 

リーシングについても、自身が管理する施設であるので、責任を持ってテナントに声を掛
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けることができるが、所有者が異なれば、難しくなると思われる。 

 

④（社）大阪府宅地建物取引業協会 ヒアリング結果 
宅地建物取引業協会及び地域の不動産仲介事業者がマッチングモデルでの地域コーディネ

ーターとしての役割を担う可能性についてヒアリングを行った。 

 

（社）大阪府宅地建物取引業協会は、「宅地建物取引業の適正な運営」、「土地・住宅政策の

改善の働きかけ」、「業務支援事業」、「総合教育研修センター事業」、「広報・会員啓蒙活動」、

「業界自主規制事業」等の事業を行なう。ただ、その中でも、時々ＦＣ店等から物件紹介依

頼の引き合いが来るそうである。 

地域の不動産仲介事業者の新たな役割になりうると考えられるので、現在はリーシングに

関するノウハウは持ち合わせていないが、前向きに検討したいという意見が聞かれた。 
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（３）考察 
 

以上の結果から、マッチングモデルの実現可能性について、以下の点が考察できる。ここ

では、特にＰ６のマッチングモデルの仮説の論点５について検証する。 

 

地域が空き店舗の活用、管理に関与できるスキームづくり 

空き店舗の有効活用が進まない理由として、商店街等地域関係者が空き店舗所有者に空き

店舗の活用について意見をすることが難しいということがある。高松丸亀商店街の再開開発

事業では、商店街振興組合及びまちづくり会社が再開発ビルの床を取得・所有することによ

り、関与する仕組みを生み出している。マッチングモデルにおいても、協議会等のまちづく

り組織がエリアマネジメントに係る場合は、関与する根拠となる資源を持つ必要があり、そ

のスキームの検討が求められる。 

また、高松丸亀商店街の再開開発事業では、商店街の有効活用を指揮する組織として、専

門家、地域住民、商店街等からなるタウンマネジメント会議を設置しており、「どのようなテ

ナントを誘致するべきか」等かなり具体的な内容まで検討を行う機関を設置している。様々

な事案に対応する必要がありタウンマネージャーよりもこのような委員会方式の方がいいと

いう意見であった。 

マッチングモデルにおいても、地域として検討する機関の設置が必要と考えられる。 

地域コーディネーターの役割 

先進事例の高松丸亀商店街の再開開発事業では、商店街振興組合及びまちづくり会社の職

員が、各地権者に収益性の見通しを含めたライフプランを個々に提示し、必要性を訴えると

いう説得を地道に行ったことが地権者の合意を得るまでに至ったと考えられる。これは、地

域に住む人であるからこそできたともいえる。 

空き店舗の活用においても、空き店舗の居住者に対するコンサルティング等を含めた説得、

提案ができるコーディネーターの役割が重要になると考えられる。 

不動産仲介事業者が地域コーディネーターとなる可能性が考えられる。 

本調査では、ヒアリング対象が少ないため、確たる内容として判断することは難しいが、

リーシングに強みを持つ不動産仲介事業者や業界団体がマッチングモデルの担い手となるこ

とに関して、積極的な意見が聞かれた。担い手となりうる可能性はあると考えられる。 
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 ５章 商店街におけるシミュレーション 

 
仮説の設定、商店街、ＦＣ店等に対する意向調査をもとに、実際に商業者と店舗開発担当

者が会し、意見交換することによって、中心市街地での共存共栄を図る方策を探ることを目

的として、拡大検討委員会を開催した。 

 

（１）開催概要 
 

１）日時 

平成 19 年 11 月 27 日（火）16:00～ 

 

２）開催場所 

明石商工会議所会議室等 

 

３）検討内容 

１．現地踏査（中心市街地及び周辺）  

２．あいさつ、委員・出席者紹介 

３．拡大検討委員会の進め方等について（事務局） 

４．検討 

 ・店舗開発担当者からみた明石 

 ・商業者からみたＦＣ店等 

 ・双方の意見を踏まえ、（全国の）中心市街地での共存共栄策を探る 

 

４）参加者数 

店舗開発者関係 22 名 

地元商業者等 14 名（地元商業者、行政） 

一般募集者 12 名（メールマガジンにより募集） 

事務局  6 名 
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図表 5-1 現地踏査の様子 

 

図表 5-2 検討の様子 

 


